
うグローバルなゲームをつくり上げ、各国のプレイヤーを巻き
込み、自らをその頂点に据え置こうとした。しかし現実は厳し
く、むしろEU経済の国際競争力を削ぐ方向に働いている。

実におもしろい、ですね。空気の変化が確実に浸透していま
す。欧州の競争力強化を求めるドラギレポートは、こうした変化
を加速させています。欧州におけるハイブリッド車の扱いは誰の
目にも歪んでいたと思います。EV推しにすることがハイブリッ
ド技術のなかった欧州自動車産業に有利との考えから推し進め
た政策で、EV化に向けたIEAへの欧州政府の圧力はすさまじ
かったと聞こえています。ここに来て、その無理な戦略のつけが
回ってきたわけです。

自動車の販売台数で世界第３位の市場であるインドでは、
EVの販売台数（2024年）は195万台とのニュースが！？よくよく
読んでみると、２輪と３輪を含めた数字で、２輪が115万台、３
輪が69万台、よって、４輪は11万台。２輪では、21年に販売を
開始したユニコーンOla Electric社が首位を走ります。Tamil 
Nadu州に先進的工場を持ち、AIを搭載したロボットを活用し、
２秒に１台、電動２輪を製造しています。また、市民の足であ
る３輪の販売台数が多いのがいかにもインドらしい。そして４
輪EVは現在、タタ自動車の独壇場です。電力供給が需要に追
い付いていない国で、EVが増えすぎると電力不足が心配になる
ところですが、インド自動車販売市場における４輪EVの割合は
まだ2％と小さい。当面は２輪のEV化が合理的でしょう。経済
合理性のある、歪みの少ない政策が長期的には成長への近道と
なるのではないでしょうか。

� 専務理事　五辺和茂

今月号は、「エネルギー・環境政策」が特集のテーマです。こ
のテーマで長年話題の中心であったのは、脱炭素をいかに現実
の世界に落とし込んでいけるのか、でしたし、その議論の流れ
を欧州が主導するかたちで進んできていました。そして、特に
欧州では、それに竿をさすような発言が許されない空気も醸成
されていたと感じる方は多いでしょう。しかしながら、近年の地
政学的な変化は、その空気を変えつつあるようにも感じます。そ
うした時期に来て、このテーマでどういう点が俎上に載ってくる
のか、興味が尽きません。それでは、寄稿していただいたなか
から、いくつか筆者が注目するポイントを紹介します。

〇第７次エネ基案の2040年電源ミックスは、再エネ４～５割、
原子力２割、火力３～４割である。原子力、火力を含めて電
源ミックスは発電コストにある程度見合っている。換言する
と、発電原価をどのように試算（仮定）するかが重要となる。

〇英国で試算された、ウクライナ戦争等により増加した予想燃
料費を加えた ELCOE（卸・容 量・バランシング・アンシラ
リーの各市場や系統への影響を加えた価格）では、脱炭素火
力発電は統合費用込みVREよりも約５割高となっている。

〇EUでは自身の国際競争力の低下が強く警戒されるに至ってお
り、その要因として、過剰な気候変動対策が意識されている。

〇2024年におけるEUの新車の販売動向を振り返ると、前年に
150万台を超えたEVが140万台に減少した半面、270万台だっ
たハイブリッド車が320万台まで増加し、市場を下支え。

〇2035年までに新車からICE車を排除し、実質的にEVに限定す
るという野心的ルールを導入することで、EUはEVシフトとい
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